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直方市建設業 者入札参加資 格審査格付基 準  

 

 

 

（ 目  的 ）  

第 1条  この基 準は、直方市 が発注する建 設工事の入札 に参  

加 す る 者 の 格 付 け を す る た め の 基 準 を 定 め る こ と を 目 的

と す る 。  

 

（用語の定義 ）  

第 2条  こ の 基準 に お い て 次の 各 号 に 掲 げる 用 語 の 意 義は 、

当該各号に定 めるところに よる。  

(1) 建 設 工 事  建設業法（ 昭和 24年法律 第 100号 。 以 下  

「 法 」 と い う 。 ） 第 2条 第 1項 に 規 定 す る 建 設 工 事 に 関

する事業をい う。  

(2) 市 内 業 者  建設業を営 む者の住所（ 法人の場合は 、  

本 店 の 登 記 所 在 地 ） 及 び 建 設 業 と し て の 許 可 所 在 地 （

以 下 「 許 可 所 在 地 」 と い う 。 ） が 市 内 に あ り 、 か つ 建

設 業 を 営 む た め の 事 業 所 等 を 有 し 、 営 業 の 実 態 を 有 し

ている者で、 市税を納付し ている者をい う。  

 (3) 準 市内 業者  建設業 を営む者の支 店及び営業所 を市  

内に有し、本 店からその営 業所に入札・ 契約等の委任  

行為を行って いる者をいう 。  

 (4) 市 外業 者  前 2号以外 の者をいう。  

 (5) 申 請 者  直方市建設 工事入札参加 資格審査申請 者を  

い う 。  

 

（ 格 付 け ）  

第 3条  入 札 参加 者 の 格 付 けに つ い て は 、経 営 に 関 す る客 観

的 事 項 及 び 主 観 的 事 項 の 総 合 点 数 （ 以 下 「 総 合 点 数 」 と

い う 。 ） に 基 づく順位によ り格付けをす るものとする 。  

(1)  格 付 け は 、 市 内 業 者 及 び 準 市 内 業 者 の う ち 土 木 工 事 、

建 築 工 事 、 電 気 工 事 、 管 工 事 、 解 体 工 事 の 5業 種 の みを

等級格付けす るものとする 。  

 (2) 5業 種 以 外及 び市 外業 者は 、等 級の 格付 けを 行わ ない

も の と す る 。  

(3) 新 規 申請 者は 、 2年間 最 下位 の等 級に 格付 けす るも の

と す る 。  

 (4 )  申 請 者 の 等 級 の 格 付 け は 、 前 年 度 格 付 け の 直 近 上 位

又は直近下位 にのみ変更格 付け出来るも のとする。  

 (5 )  申 請 者 の 等 級 の 格 付 け に つ い て 、 総 合 点 数 が 同 点 の

場 合 の 取 扱 い に つ い て は 、 客 観 点 数 の 高 い も の を 上 位

と す る 。 さ ら に 客 観 点 数 も 同 点 の 場 合 は 、 前 年 度 の 総

合点数の高い ものを上位と する。  

 (6) 2年 間 連 続し て等 級格 付け が下 降す る業 者に つい ては、

1年間前年度の 等級格付けと する。  

 

（総合点数算 定方法）  

第 4条  総 合 点数 は 、 客 観 点数 と 主 観 点 数を 合 計 し て 得た 点

数 と す る 。  

2 客観点数は 、法第 27条 の 23第 3項の規定 により経営事 項  

審査の項目及 び基準を定め る件（平成 6年 6月 8日建設省 告  

示 第 1461号） により算定し た点数とする 。  

3 主観点数は 、前年度に完 成した工事の 工事成績評定 に基  

づ き 希 望 業 種 ご と の 評 点 数 （ 完 成 工 事 が 2以 上 あ る と き は 、  

その平均値、 小数点以下は 切捨てる。） を算出し、 65点 を  

基準とし評点 数との差とす る。ただし、 未受注の業者 につ  

い て は 、 0点と する。  

4 主 観 点 数 は、 前 項 に 加 えて 、 以 下 に あげ る 項 目 に 応じ 、

表記の点数を 加算するもの とする。  

(1)   協 力雇用主 として保護観 察対象者又は 更生緊急保護  

対象者等を雇 用しているこ と。 (3点 ) 

(2)   障 害者の雇 用の促進等に 関する法律 (昭 和 35年 法 律 第  

123号 )第 43条 に定める法定 雇用障害者数 を達成してい る  

こ と (常時雇用 労働者数が障 害者の雇用の 促進等に関す  

る法律施行規 則 (昭 和 51年労 働省令第 38号 )第 7条 に 定 め  

る数未満の事 業所にあって は、 1人以上雇 用しているこ  

と )。 （ 3点 ）  

( 3 )   福 岡 県 の 子 育 て 応 援 宣 言 の 登 録 を し て い る こ と 。 (3

点 ) 

 

（格付け基準 日）  
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第 5条  入 札 参 加 者 の 格 付 け 基 準 日 は 、 毎 年 10月 1日 と す る 。  

 

（等級及び等 級区分に対応 する総合点数 に基づく順位 ）  

第 6条  業種ご とによる等級 及び等級区分 に対応する総 合点  

数に基づく格 付けの順位は 、次表のとお りとする。  

 

（ 資格者名簿 の作成 ）  

第 7条  業 者 の資 格 審 査 格 付け 事 務 が 終 了し た と き は 、速 や

か に 直 方 市 競 争 入 札 等 参 加 者 選 考 委 員 会 に 諮 り 、 入 札 参

加資格者名簿 を作成するも のとする。  

 

  附  則  

この基準は、 平成 6年 10月 1日 か ら 施 行す る。  

 

  附  則  

この基準は、 平成 7年 10月 1日から施行す る。  

 

  附  則  

この基準は、 平成 10年 10月 1日から施行す る。  

 

附  則  

1 この基準は 、平成 23年 10月 1日から施行 する。  

2 改 正 後 の 直方 市 建 設 業 者入 札 参 加 資 格審 査 格 付 基 準（ 以

下 「 新 基 準 」 と い う 。 ） に お け る 第 4条 に つ い て は 、 建 設

業 者 へ の 周 知 期 間 が 必 要 で あ る た め 、 平 成 24年 10月 1日 か

ら 適 用 す る も の と す る 。 た だ し 、 こ の 新 基 準 で 定 め る もの

のほかは、な お従前の例に よる。  

 

  附  則  

この基準は、 平成 25年 10月 1日から施行す る。  

 

  附  則  

この基準は、 平成 26年 10月 1日から施行す る。  

 

  附  則  

この基準は、 平成 28年 4月 1日から施行す る。  

 

附  則  

この基準は、 平成 29年 10月 1日から施行す る。  

 

  附  則  

この基準は、 平成 30年 10月 1日から施行す る。  

 

  附  則  

こ の 基 準 は 、 令 和 2年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 6条

の表の改正規 定は、令和 2年 10月 1日から施 行する。  

 

 

  業  種  

 

等  級  

 

土  木  建  築  電  気  管  解   体  

A 

A1 1位 ～ 15位  

1位 ～ 12位  1位 ～ 8位  1位 ～ 12位  1位 ～ 15位  

A2 16位 ～ 30位  

B 

B1 31位 ～ 45位  

13位 ～ 27位  9位 以 下  13位 以 下  16位 以 下  

B2 46位 ～ 60位  

C 

C1 61位 ～ 80位  

28位 以 下     

C2 81位 以 下  


